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竹原市立地適正化計画の策定にあたって 

 

１ 立地適正化計画とは 

 都市再生特別措置法に基づき、人口減少社会において将来都市像を描き公共施設のみな

らず住宅及び医療・福祉・商業等の施設も対象としてその誘導を図るための制度である。 

 従来の都市計画法に基づく都市計画マスタープランによる土地利用計画に加え、届出・

勧告による緩やかなコントロール手法と経済的なインセンティブを組み合わせることによ

り、時間をかけながら一定の区域に誘導していくことを目指すものである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

■都市マスタープランとの比較 

 都市マスタープラン 立地適正化計画 

法律 都市計画法 第 18条の２ 都市再生特別措置法 第 81条 

対象区域 竹原市全域 竹原都市計画区域（竹原市全域） 

計画期間 

中長期 

「都市計画の目標」としては、概ね 20年後

の都市の姿を展望 

中長期 

 概ね 20 年後の都市の姿を展望するが概ね 5

年ごとに施策の実施状況について調査、分析、

評価を行うことが望ましい。 

性格 

まちづくりの具体性ある将来ビジョンを確

立し、地区別のあるべき市街地像を示す。 

 

緩やかな開発コントロール手法や魅力ある都

市機能を誘導する区域と利便性の高い居住を

誘導する区域の設定による具体的な都市像を

目指すアクションプラン 

定めるもの 

・まちづくりの理念や都市計画の目標 

・全体構想（目指すべき都市像とその実現

のための主要課題、課題に対応した整備方

針等） 

・地域別構想（地域別のあるべき市街地像

等、実施されるべき施策等） 

【必須事項】 

・立地適正化計画の区域 

・立地の適正化に関する基本的な方針 

・居住誘導区域 

・都市機能誘導区域 

・誘導施設 

・誘導するための市が講ずべき施策 

その他 
小さな拠点 ・届出や勧告制度の活用 

・国からの支援措置の活用 

 

 都市の人口分布状況や生活サービス施設等（医療・福祉・商業等の諸機能）の立地状況

を把握し、公共交通ネットワークと連携して市民生活に利便性の高い区域を明確にする。 

 まちづくりに関わる様々な分野の関係施策と連携を図り、それらの関係施策との整合性

や相乗効果等を考慮しつつ、総合的に検討することが重要である。 

Point 

資料５ 

立地適正化計画へ反映 
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２ 立地適正化計画の区域 

 都市計画区域全体を立地適正化計画の区域とすることが基本となり、今後の将来人口減

少を見据えて人口密度を維持していくことを目標とすることから、土地利用のゾーニング

を示した用途地域内に居住誘導区域・都市機能誘導区域が包含されていなければならない。 

 

■立地適正化計画の区域設定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■立地適正化計画による将来都市構造イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竹原都市計画区域（竹原市全域）＝立地適正化計画区域 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 

用途地域 

公民館等 

●用途地域外既存集落（小さな拠点） 

 ・コミュニティの維持・活性化 

 ・集落に繋がる公共交通の充実 

●地域拠点 

 日常的な生活サービスを 

提供する地域の拠点 

●都市拠点 

 商業・業務・公共公益施設等が 

集積する全市の拠点 

公民館等 

用途地域 

住宅の建築が制限され

る区域や災害の危険性

の高い区域は除く 

用途地域外既存集落 

用途地域外既存集落 

小さな拠点形成の推進 

 ネットワークによる連携 

Point 

小さな拠点 
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３ 居住誘導区域 

 （１）居住誘導区域とは 

   人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生

活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域。 

 

 （２）居住誘導区域の検討 

   都市全体における土地利用、交通や災害リスク等の現状及び将来の見通しを勘案し

つつ、良好な居住環境を確保し、地域における公共投資や公共施設の維持運営などの

都市経営が効率的に行われるよう定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）居住を誘導するために市が講ずる施策 

   立地適正化計画には、居住誘導区域内の居住環境の向上、公共交通の確保等、居住

の誘導を図るために必要な各種施策について記載することができる。 

   事例１）居住環境の向上を図るための施策 

        土地区画整理事業、公園整備、空き家対策、歩道のバリアフリー等 

   事例２）拠点間を結ぶ公共交通の利便性向上を図るための施策 

        公共交通網のサービスレベルの確保、交通結節機能の強化、バス待合所・

バス停の利便性向上等 

用途地域 

居住誘導区域 

土砂災害特別警戒区域など災

害の危険性が高い地域を除く  

工業専用地域など住宅の建築

が制限されている区域を除く  

一定の人口密度が集積、公共交

通の利便性が確保されている  

用途地域内となっているか 

工業専用区域など住宅の建築が制限さ

れている区域を含まないか 

土砂災害特別警戒区域などの災害の危

険性が高い区域を含まないか 

公共交通の利便性が一定程度確保され

ている区域か 

人口密度が一定程度集積されているか 

居住誘導区域 

高齢者・子育て世代の住宅の建替え・新築・住み替え等、民間事業者の開発等を契機として

捉え、生活利便施設等が一定程度集積している区域へ誘導を図る。 

一般的な日常生活、農業を営んでいる住民等、全ての住民を誘導しようとするものではない。 

Point 
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４ 都市機能誘導区域と誘導施設 

（１）都市機能誘導区域とは 

   居住誘導区域内において設定されるものであり、医療・福祉・商業・子育てなど都

市機能を拠点に誘導・集約あるいは維持することにより、各種サービスの効率的な提

供が図られる区域 

 

（２）都市機能誘導区域の検討 

   都市機能誘導区域は、都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する

地域等、都市機能が一定程度充実している区域や、周辺からの公共交通によるアクセ

スの利便性が高い区域等、都市の拠点となる区域を設定することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）誘導施設 

   都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき都市機能増進施設を設定するものであり、

当該区域に必要な施設を設定することとなるが、具体の整備計画のある施設を設定す

ることも考えられる。この際、当該区域及び都市全体における年齢別の人口構成や将

来の人口推計、施設の充足状況や配置を勘案し、必要な施設を定めることが考えられ

る。 

   想定される誘導施設（例） 

    ・複合施設 

図書館、市民館、児童館、市民活動施設（会議、研修施設） 

   ・子ども園 

    ・民間事業者が整備主体となる都市施設（商業施設） 

 

 

居住誘導区域内に包含されているか  

現在において、一定の都市機能

が集積している区域か  

一定の人口密度が維持、公共交通

の利便性が確保されているか   

都市機能誘導区域 

居住誘導区域内となっているか 

現在において、一定の都市機能が集積

している区域か  

 

一定の人口密度が維持、公共交通の利

便性が確保されているか  

 

都市機能誘導区域 
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（４）都市機能誘導区域内に誘導施設を誘導するために市が講ずる施策 

    国の支援を受けて市が行う施策としては、都市再生整備計画（都市再構築戦略事

業）を活用した施設整備や、公共施設の再編や公有地の誘導施設整備への活用など、

市が保有する不動産（公的不動産）の有効活用施策が考えられる。 

 

５ 小さな拠点 

（１）小さな拠点とは 

    都市拠点や地域拠点から離れた地区のうち、旧小学校区エリアなどの基礎的な生

活圏の中心地としての役割を果たしている区域を小さな拠点としており、地区の実

情に応じて、集会機能、移動支援、買い物支援などの生活サービス機能の維持、充

実を通じて、コミュニティの維持を図ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺地域は市役所出張所や公民館及び小学校跡地等を、地域コミュニティを維持する

ための拠点形成を推進し、市中心部や各拠点間を結ぶ公共交通等の充実により生活サ

ービス施設へのアクセス性の向上等を進めることにより、市域全体の市民サービスを

維持するものと考える。 

Point 

※第 3次 竹原市都市計画マスタープランから抜粋 
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６ 届出制度について（※国土交通省説明資料より抜粋） 

（１）居住誘導区域 
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（２）都市機能誘導区域 
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７ コンパクトシティ化の効果（図・表は国交省説明資料から抜粋） 

各分野 関連性やメリット 

●経済・財政分

野 

居住誘導区域を設定し、市街地が集約化されることにより、公共施設

やインフラの維持・管理業務やゴミ収集等の行政サービスの効率化が

図られ、効率的・持続的な財政運営が期待される。 

●商業分野 居住の誘導により、商業施設周辺に一定規模の人口密度が維持される

ことにより，商業施設の維持に繋がる。加えて、まちなかへ居住する

住民のみならず，周辺地域へ居住する住民に対しても，将来に渡り必

要な生活サービスを提供することが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●健康・医療 

・福祉分野 

居住の誘導により、福祉・医療・子育て支援等の都市施設の周辺に、

一定規模の人口密度が維持されることにより，高齢者等に対して効率

的な福祉・医療サービス等を維持することが可能となる。ホームヘル

パーの移動負担軽減によるサービス提供量の効率化・雇用対策やまち

なかにおける外出機会、 

歩行機会が創出され住 

民の健康増進が期待さ 

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歩行量 

（縦軸） 

人口密度 

（横軸） 

人口密度 

（横軸） 

外出率 

（縦軸） 
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●公共交通分野 居住誘導区域が鉄道・バス等の公共交通機関の利用圏域に包含される

ことにより、各公共交通機関の利用圏域内人口が増加し、公共交通利

用者数の増加が期待され、将来的に渡り持続可能な公共交通利用へ繋

がる。 

●公共投資分野 公共下水道事業と連携することにより、良好な居住環境整備が図られ、

居住選択のインセンティブとなる。また、厳しい財政状況下において、

事業の選択と集中による効率的・効果的な事業効果を発揮することが

期待される。 

●防災分野 居住を誘導する区域は災害リスク低減の視点が必要

であることから、ハザードマップや土砂法に基づく

各種調査結果と連携することが重要である。居住誘

導区域の設定に災害リスクの視点を加えることによ

り、住民の災害リスク低減や防災意識の向上に繋が

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

７ 国の支援 

誘導施設整備係る支援措置 

事業名 事業概要 所管 

A.集約都市形成支援事業 

（コンパクトシティ形成支援事業） 

※対象施設・区域について要件あり 

「まちづくりのための公的不動産有効活用ガイ

ドライン」に基づき作成される PRE活用計画につ

いて、計画策定費を補助 

【補助率 1/2】 

国土交通省都市局 

都市計画課 

B.都市機能立地支援事業 

※対象施設・区域について要件あり 

人口減少・高齢社会に対応した持続可能な都市構

造への再構築を図るため、地域に必要な都市機能

（医療・福祉）等の整備する民間事業者に対して

支援し、中心拠点・生活拠点の形成を推進する。 

【補助率 1/2等】 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 

都市局市街地整備課 

住宅局市街地建築課 

C.都市再生整備計画事業 

(都市再構築戦略事業) 

※対象施設・区域について要件あり 

人口減少・高齢社会に対応した持続可能な都市構

造への再構築を図るため、地域に必要な都市機能

（医療・福祉）等の整備について支援し、中心拠

点・生活拠点の形成を推進する。 

【補助率 1/2等】 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 

都市局市街地整備課 

 

 


